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研究成果の概要（和文）：本研究グループは前の科学研究費（B）15H03491において実施した京滋の高校生66,
399人を対象としたネットいじめに関する大規模アンケート調査の結果を主にアメリカ、カナダ、イギリスの研
究者および教育関係者と打ち合わせを行い、現地のネットいじめと我が国のそれとの違いについて明らかにし
た。
研究の最終年度となる令和元年度はとりわけアメリカとカナダ、イギリスの調査関係者との調整を行い、カナダ
版、イギリス版およびアメリカ版の質問紙の作成を行い、年度末に大規模調査の質問紙の印刷を行った。

研究成果の概要（英文）：We have revealed the following.We investigated the difference between 
internet bullying in other countries and Japan.In Japan, high school students don't swear directly 
but tweet in cyber.In UK,or Canada, high school students tweet in the same way in Japan.But, high 
school students in UK, they tweet by Race and academic ability.Finally, We designed a questionnaire 
used in UK, Canada and USA.

研究分野： 教育社会学

キーワード： ネットいじめ　国際比較　質問紙

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
今回の日本版および欧米版の質問紙が完成したことにより、同時期に高校生を対象とした大規模調査を実施する
ことが可能となる。これまでのいじめの国際比較研究においては、どうしてもアンケートを調査する時期や
bullyingのニュアンスの違い等を考慮することが難しく、若者の実態把握をすることは難しかった。しかし、複
数のいじめ研究者との協働により、どのエリアの高校生であっても同じネットいじめを想定した質問紙を作成し
たことによって、できる限り時間差のないネットいじめの実態把握が可能となり、いじめの国際比較研究に大き
な意義をもたらすことができると確信する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
本研究グループは科学研究費（B）15H03491「ネットいじめの構造とその対策に関する

実証的研究」（研究代表者：原清治、2015～2018 年）を実施しており、１年目の大規模調査
にて京滋の高校生約 66,000 名のアンケートを実施した。現段階の調査の知見は以下の通り
である。 
 １）高校生の 94.4%はスマホ等の携帯電話を所   
有しており、91.9%はスマートフォンを所有している
こと 
 ２）ネットいじめの発生率（これまで）は 8.7%であ
り、高校時代に限定すると、ネットいじめの発生率は
5.4%であること 
 ３）高校階層ごとにネットいじめの発生率を見た場
合、偏差値の低い学校ほど発生率が高くなる傾向があ
った。その一方で、高校階層中位の学校や進学校でも
ネットいじめの発生率が高くなる傾向がみられ、W 型
の分布であった（右図参照） 
 以上の分析を踏まえ、研究グループで以下の議論がなされた。 
 １）わが国の高校生でのネットいじめは高校文化や学力移動といった高校生が所属する
集団や学校の「磁場」による影響が強いが、それは我が国固有の特徴であるのか。もし、諸
外国における cyber bullying と比較した場合、必ずしも同じ傾向があるとは言えないので
はないか。 
 ２）今回のアンケートをもし他国で実施した場合、同様の状況がみられるのか。 
 
本研究は「ネットいじめの国際比較研究」の端緒となる研究である。研究目的でも述べた

通り、いじめに関する国際比較研究は森田をはじめとして国内外にいくつか存在しており、
いじめ研究に大きな影響を与えている。しかし、第四期のいじめの典型例であり、「可視化
しにくいいじめ」であるネットいじめの国際比較研究は管見の限りない。 
例えば、学力調査では TIMSS や PISA 調査のように同一問題を対象学年に回答してもら

い、それらの結果をもとに国ごとの特徴や教育政策を行う上での根拠とされているが、いじ
め研究において同様の調査はなく、本研究での共通質問紙作成は PISA 調査のネットいじ
め版と換言でき、挑戦的研究としての意義がある。 
また、いじめ研究は学力研究と異なり、「いじめ」の用語や定義について国家間における

とらえ方に大きな違いがあり、同一の質問内容を用いた国際比較研究に困難を伴うことが
多かった。ネットいじめについては、アジア圏では友人関係のトラブルの延長線上に位置づ
くものが多い一方で、海外の cyber bullying は有名人への誹謗中傷や近隣住民とのトラブ
ルで語られることが多く、前提となる条件をそろえる必要があると考えられる。本研究では
同一の質問内容による国際比較のための質問紙作成を行い、次の科研で実際に国際比較を
前提とした大規模調査を計画しており、それらを踏まえた上での研究に位置付けている。 
ゆえに、ネットいじめ研究の各国間の実態をもとに国内外の研究者がディスカッションを
行い、それらをもとに「ネットいじめの国際比較研究」の基盤となる研究は管見の限りなく、
本研究のもつ意味は決して小さくない。 
 
 
２．研究の目的 

いじめに関する国際比較研究はいくつか存在している。たとえば、森田洋司（1998）は
22 か国のいじめに関する研究について、現地の研究者の協力を得て、①その国（地域）
のいじめ問題と関連する教育状況の概要、②その国の「いじめ」の定義や用語、いじめ問
題に対する社会的関心やその歴史、③その地域のいじめ研究の概要、④いじめ問題に対す
る対応や予防策の検討、という４つのガイドラインに従って論じている。また、土屋基規
ら（2005）は世界各国のいじめ問題の現状と課題を確認したうえで、実践的な対応、防止
策について論じている。どちらもいじめ問題の国際研究では著名なものであるが、「いじ
め」もしくは「bullying」の各国の違いを考慮に入れたうえで、それらを同一線上の項目
にあてはめ、比較研究したものは管見の限りない。また、近年のいじめの典型例であるネ
ットいじめ（cyber bullying）に関しては、まだ研究の端緒であり、国際比較されたもの
は皆無である。本研究は以下の流れで実施する。 

 
１）我が国のネットいじめの実態は海外のいじめ研究者にどのように捉えられるのかの検
証 
本研究グループは科学研究費（B）15H03491「ネットいじめの構造とその対策に関する
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実証的研究」（研究代表者：原清治、2015～2018 年）において、京滋の高校生約 66,000
人を対象としたネットいじめに関する大規模アンケート調査を実施した。調査結果の報
告については日本教育学会および日本教育社会学会にて報告した。これらのデータを東
アジア（中韓）、ヨーロッパ（英蘭諾）、アメリカ（米）、オセアニア（豪）の７か国のい
じめ研究者がどのように解釈するのか、以下の３つの視点から論じる。 
 
１．日本の特徴はどこにあるのか 
２．海外のいじめとネットいじめの関係が         

どうなっているのか      
３．ネットいじめを取り巻く環境の比較 
 
 

２）８か国すべてで応用可能なネットいじめの共通質問紙の作成 
日本で実施したアンケートを現地の研究者の助言をもとに極力同じ表現を用い、国際比較
可能な形での質問紙を作成する。その時に、１）で得られた知見をもとに、各国で固有のい
じめに対する質問を追加する形を採用し、国際比較可能な形での質問紙を作成し、ネットい
じめは国によってどのように現状が異なるのかを明らかにする。本研究では、先進諸国でも
問題となっているネットいじめが国によってどのように発生率が異なり、どのようなメカ
ニズムで発生しているのかを明らかにするための国際比較を前提とした大規模調査となる
大きな科研プロジェクトへ導くための萌芽的研究として実施する。 
 
３．研究の方法 
１）平成 29 年度 
①7 か国現地訪問 
研究代表者および研究分担者でどのエリアの担当となるかを決定し、１か国につき２名
の研究者で現地の研究者と連絡を取り合い、現地に訪問する。その際に、科学研究費（B）
で得られた約 66,000 件のデータを持参し、わが国の特徴と訪問国との相違について、デ
ィスカッションを行う。その時に、各国のいじめおよびネットいじめに関する計量データ
を収集する。 
 
②公開ディスカッション 
各国のネットいじめに関する知見を集約する形で、公開ディスカッションを実施する。そ
れぞれの国から研究者に呼びかけ、インターネットを通じたテレビ会議や Skype 等を通
じた公開ディスカッションを行う。 
 

２）平成 30 年度 
①質問紙調査の作成 

７か国での質問紙調査を行うため、アンケート項目の翻訳、表現について、現地の研究者と
協力して行う。国際比較を前提としたアンケート調査とするため、森田が作成したガイドラ
インを参考に作成する。 
 
４．研究成果 
研究結果としては以下の通りである。 
① 研究期間が延長してしまったが、アメリカ、カナダ、イギリスのネットいじめの現状と本研

究グループが科学研究費（B）15H03491 において実施した京滋の高校生 66,399 人を対象と
したネットいじめに関する大規模アンケート調査の質問紙調査について、現地の研究者およ
び教育委員会との検討・修正・ディスカッションを行い、最終的なネットいじめの共通質問
紙を作成することとなった。 

② 質問紙の内容については、研究期間中に訪問したアメリカ、カナダ、イギリスにおけるネッ
トいじめのあり方による違いを十分に考慮したものとなっている。例えば、イギリスにおけ
るネットいじめのツールは日本の場合に LINE が一般的であるが、欧米版の質問紙は
「WhatsApp」に変更し、現地の高校生のメッセンジャーアプリの利用頻度やその実態を比較
できるように工夫している。 

③ アメリカ、カナダ、イギリスにおけるネットいじめの研究を中心に進めたが、「直接から間
接にいじめのトレンドが変化している」、「いじめの背景には集団から排除する論理が働いて
いる」点において、多くの国で共通していることが明らかとなった。 

④ いじめに対する教育として、地域は異なっても多くの国で教育委員会が主導してデータを取
り始めていること、幼児にも理解できるような絵本等で bullying に対応し、学校と保護者
の協働によって問題を解決しようとする姿があることが明らかとなった。 

⑤ 韓国では日本よりも社会からネットいじめが注目されており、とりわけネットいじめの低年
齢化が指摘されている。小学校で身近な友人の悪口を SNS で書き込むといった事例が散見さ

中国・韓国 

ヨーロッパ アメリカ 

オセアニア 日本のネットいじめ 



れ、ネットいじめを含めたいじめに対する指導が教育委員会を中心に実施されていることが
明らかとなった。東アジア圏でも ICT の先進国でもある韓国においてネットの悪影響が小さ
い子どもにみられることは、我が国との大きな違いといえる。 

⑥ 韓国の状況を踏まえ、東アジア地域の質問紙の作成も一定の調整が行われ、日本版の質問紙
にもいくつかの修正を行い、高校生の実態に迫ることができるように質問内容にも工夫を行
った。（Instagram の利用頻度など） 
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